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１．はじめに 

 ここ数年、内閣府を中心に「大学と地域の連携による

地域の活性化」が叫ばれている。その意図は、既に地域

に存在している大学・金融・物流などのネットワ－クを

変容させて、地域を起業させたいとの考えからである。

このような事例は欧州には沢山ある。 
本研究は、室蘭工業大学が室蘭市の中心市街地活性化

に何ができるのかを、学生シェアハウス実験から考察す

るものである。具体的には、1)公－民の関係から「まち

づくりの担い手」の重要性を整理する、2)この「担い手」

に学生が成ることを仮定して、学生シェアハウス実験を

通してその可能性を検討する。 
なお、学生シェアハウスとは、中心市街地（商店街）

にある空き家に複数の学生が同居するものである。学生

シェアハウスを実施する理由は、シェアハウスが物理

的・心理的にまちづくりの「受け皿」として機能すれば、

地域活性化に寄与すると考えたためである。例えば、ま

ちづくり計画立案の作業場として人々が集まる場となっ

たり、商店街や NPO などのイベントに大学学生を参加さ

せる窓口が期待される。 
 
２．まちづくりの担い手 

 小さな政府、財政難などから、特に地方自治体では市

民協働（パ－トナ－シップ）が謳われている。それは、

行政サ－ビスは自治体の本来の業務であるが、公共サ－

ビスや住民サ－ビスは自立した市民と公が協働で行うべ

きとの考えである。この考えは欧州で盛んであり、「市民

社会」の重要性が言われている。ここでは、市民である

「民」と行政である「公」は同等な立場でなければなら

ない。行政側から指示を出すのでなく、市民側である現

場の意見を聞き、共に考え、活動していくことが重要と

されている。 

図-1 は、まちづくりを例とした市民社会の関係を図化 

したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 まちづくりの担い手 

まず、民と公が分けられ、それぞれにまちづくりを主

体的に進める仕組みである「受け皿」が示されている。

市民の受け皿は、自立してまちづくりを行うが、時とし

て公の支援が必要なこともある。その受け渡しをするの

が、TMO などの中間的支援組織である。そして、「受け

皿」をマネ－ジメントする「担い手（キ－パ－ソン）」が

重要な役割をする。 

海外では、「担い手」は地域に入って意見を引き出す人

と言われている。そして、これら一連の公から民への権

限委譲（エンパワ－メント）に重要なこととして、以下

の 3 点が指摘されている。それは、1)科学的デ－タに基

づいて議論すること、2)直接民主主義で行うこと、3)全
てを公開すること、である。 

本研究は、「受け皿」がシェアハウスであり、「担い手」

が 2 名の室蘭工大生である。以下では、「受け皿」につい

て、「プレイヤーの明確化」、「活動内容の絞込み」、「活動

の着地点」の 3 点からまとめる。 

 

３．プレイヤーの明確化 

 本研究の対象地域は、室蘭市中島地区にあるシャンシ

ャン共和国である。全国初の商店街国家として 1985 年 6
月 6 日に建国され、2005 年の 6 月には、建国 20 周年記

念を期に、新たな取り組みに挑戦している。 

プレイヤーとは、「まちづくり」に参加する利害関係者

のことであり、ここでのプレイヤーは、「商店街組合」・

「NPO」・「学生」の 3 者である。ここに「行政」が入っ

ていないことが大切なことである。 

 

４．活動内容の絞込み 

４．１ 学生が行うシェアハウス 

 シェアハウスの活動としては、イベントの企画など多

彩な内容を計画しているが、ここでは、「まちづくり」に

興味を抱いている室蘭工大生が地域に入ってシェアハウ

スを行い、民の「まちづくり」の受け皿になることを、

活動内容とした。具体的には、地元の目の高さから、商

店街の人との交流を積み重ね、大学と商店街の繋がりを

増やしていくことを通じて、「まちづくり」について考え

ていくことが目的である。 

このような、学生と地域住民の協働については、数多

くの事例がある。その事例を活動内容別に分類したのが、

図-2 である（デ－タの出所：2006 年 11 月 3～4 日開催の

学生まちづくりサミットの発表事例）。 

この分類に従うと、本研究の学生シェアハウスの活動
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内容は、「コミュニティ・交流」に分類される。 

「コミュニ 
ティ・交流」 
という活動内 
容の先行事例 
としては、滋 
賀県立大学の   図-2 まちづくりの活動内容分類 
プロジェクト 
がある。これは NPO 法人と協働して空き民家の再生やイ

ベント開催などに取り組んでいるものである。今までに

3 軒の空き家を改修し、それらは現在学生や社会人のた

めのシェアハウスとして機能している。そのシェアハウ

スに住むプロジェクト内の学生 3 人が中心となり、地元

の人々から受けた恩恵を還元していく活動を行っている。 
４．２ 学生のまちなか居住の参加可能性 

 学生のまちなか居住の本格的な活動は、2007 年を予定

している。現段階では、室蘭工業大学の学生にアンケー

ト調査を行い、以下のことを検討する。 
・学生のまちなか居住への参加意志 
・まちなか居住で考えられるメリット・デメリット 
(1) アンケート調査 

室蘭工業大学の 1 年生 37 名を対象に、本研究の内容を

説明し、まちなか居住をしてみたいか否かを調べた。そ

の結果を図-3 に示す。           
 この図-3 より「参 
加したい」と答えた 
学生は、11％（4 名） 
で少なくも思えるが、 
「まちづくり」にお 
いて十分な人数であ 
る。また、図-3 で注 
目したのは、わから  図-3 まちなか居住の参加意志 
ないと答えた学生で 
ある。総数は、32%（12 名）で、その理由は、「メリッ

トとデメリットが不明確である。」という意見が多かった。

実験的に商店街で居住することでメリット・デメリット

の明確化が期待できる。それにより、参加したい学生の

増加や、デメリットの解消策の検討が期待できる。 
上記と同様に、室蘭工業大学の学生（1 年生 37 名）を

対象に、まちなか居住を行う際にどんなメリット・デメ

リットが考えられるかを調査した。結果を表-1 に示す。 
 

表-1 まちなか居住におけるメリット・デメリット 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1 より、買物・行動範囲に関わることにメリットを

感じていることがわかる。デメリットは、通学・交友関

係に影響を及ぼすものが主である。 
(2) ヒアリング調査 

 11 月から実験的にまちなか居住をしている学生にヒ

アリング調査を行った結果、以下のような意見があげら

れた。 

・買物が便利になり、行動範囲が広がった 
・通学に関しては、本学周辺に居住するよりも交通費が

かかってしまうが、その分家賃は安くなっている 
・規則正しい生活ができるようになった 
・ただ居住しているだけでは、地域住民とのコミュニケ

ーションを取る機会がない。そのため、自分達で行動

していく必要がある 
他にも参考になる意見を聞くことができた。実は居住

している学生とは、受け皿を担っている著者自身である。 
以上を要するに、学生のまちなか居住への参加可能性

を検討すると、今後増えていく可能性は、十分に有り得

ると結論付けられる。 
 

５．活動の着地点 

この活動の評価方法として、プレイヤー（利害関係者）

の広がりを、どこまで広げられたかで評価する。具体的

には、3 章で述べた「商店組合」・「NPO」・「学生」の参

加者が増えたか否かである。 
 

６．今後の活動方針 
６．１ 今後の活動の課題 

シェアハウスにより、地域住民とのコミュニケーショ 
ンを取ってはいるが、お互いを理解するまでには達して

いない。相互に理解し信頼関係を築くために、学生と地

域住民が気軽にコミュニケーションを取れる場が不足し

ている。また、｢まちづくり｣に参加する学生のプレイヤ

ーの不足も問題である。 
６．２ 解決方針 

先述した問題の解決方策として、大学の施設をまちな

かに設置することが望ましいが、これには時間を要する。

よって、今回の実験で得た経験やデータを基に、学生と

地域住民が円滑にコミュニケーションできる方法を検討

する必要がある。また、大学と地域が協働してイベント

を開催できれば、大学と地域の連携が容易になると考え

られる。次に、中島地区では今後、大型のショッピング

センターや交流センターなどが建設される予定があるた

め、学生が中島地区に関心を抱く可能性が高い。これを

先取りして、学生と地域住民のプレイヤーが広がるよう

な環境を形成していくことが考えられる。 
 詳細な活動成果は、発表時に述べる。 
 
７．おわりに 

 本研究は、学生シェアハウス実験から、大学と地域の

連携による地域の活性化を検討したものである。本研究

より次の 2 点を明らかにした。1)｢まちづくりの担い手｣

の重要性を整理した、2)この｢担い手｣に学生が成ること

を学生シェアハウス実験を通してその可能性を検討した。 
 今後の展開は、1)地域が｢まちづくり｣について継続的

に学ぶシステムを構築し、2)行政の支援が必要か否か、

必要な場合、それが何かを検討することである。 
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